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鎌倉市の現状と課題について 
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鎌倉市の現状 ①人口 
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※出典：鎌倉市公共施設白書 

平成24年 
人口ピーク 

174,503人 平成10年度～ 
総人口微増 減少 

高齢者人口 

生産年齢人口 

年少人口 
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鎌倉市の現状 ②財政 ～市民税収入と扶助費的経費～ 

・平成１１～２３年度決算額 
・市民税は、個人市民税と法人市民税の合計額。 
・扶助費的経費は、一般会計*の扶助費に、国保、老健、介護、後期高齢特別会計**への繰出金を上乗せ   
 し、児童手当、子ども手当の額を差し引いています（国の制度変更による増要素を除外するため）。 
 一般会計*…福祉や消防、都市整備、教育など、市の行政運営の基 本となる会計 
 特別会計**…下水道や再開発事業等、一般会計とは別に設置する特定の事業に関する会計 
・平成２４年度以降の税収及び特別会計への繰出金は、後期実施計画の財政計画値です。 
・平成２４年度以降の一般会計扶助費は、毎年対前年度４．５～５．５％の伸びと仮定した額です。 

（億円） 

（年度） 
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■扶助費的経費 
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鎌倉市の現状 ②財政 ～市債残高について～ 
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・一般会計と特別会計を合わせた残額です。 
・平成２５年度以降の借入は、後期実施計画の計画ベースとしています。 
・平成２５年度以降の償還については、平成２４年度予算編成時点をベースとした試算をしています。 

市民一人当たり・・・ 
約５２万円強の借金！！ 
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新耐震基準
旧耐震基準 のうち 耐震化実施済
旧耐震基準 のうち 耐震化未実施

鎌倉市の現状 ③公共施設 ～耐震化の状況～              

旧耐震基準（昭和５６年以前） 
約 ２４．７ 万㎡（６３％） 

新耐震基準（昭和５７年以降） 
約 １４．２ 万㎡（３７％） 

うち、耐震化未実施 
約９．４万㎡（２４％） 

旧耐震基準 新耐震基準 

３７％ 

６３％ 

３９％ 

耐震化実施済 

２４％ 

耐震化未実施 

総床面積 ３９万㎡ ２．２３㎡/人 

昭和40年代～ 
急ピッチの整備 

6 



4 

7 

鎌倉市の現状 ③公共施設 ～将来負担予測コスト～ 

現在 

55.9億円／年 
 （今後40年間の平均） 

（億円） 
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20.2億円／年 
     （直近３年間の平均） 

約2,240 億円 
（今後40年間の合計） 

平成20～22年度の公共施設に関わる投資的経費 
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さらに 
 約35億/年！ 
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行財政改革 

収
入
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削
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  効果 対象期間 

・市長退職金の廃止 約1,500万円削減 H21.12月議会で決定 

・職員人件費の削減 
職員の年間給与で、平均７．８％の削減  
→ 年間約９億１千万円削減 

H24.8月分から２年間 

・時間外手当の削減 約２億１千万円削減 H21年度～H23年度 

・職員数の削減 383人減 H11年度～H24年度 

・機構改革による人件費の削減 １億200万円削減 H24.４月 

・東電料金の値上げ回避 約8,000万円節約 H24.３月 

  効果 対象期間 

・自動販売機の入札による収入増 約1,000万円増/年度 H22年度～ 

・公用車オークションによる収入増 約2,000万円増 H22.12月～ 

・体育施設における駐車場収入 約1,600万円/年度 H20年度～ 

・広告料収入 年間約400～500万円の安定的な収入確保 H11年度～ 

・ネーミングライツ（命名権）の導入による収入増 募集中 
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（年度） 

（億円) 

☆時間外手当の推移 

平成２１年度～２３年度 

２億１，０００万円削減 

※ 休日給・夜勤手当を含む 

※ 選挙事務への従事を含む。 
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平成１１年 

「職員数適正化計画」 開始 

S62年 

職員数ピーク 

（年度） 

（人数） 

☆職員数の推移 

平成１１年度～２４年度 

３８３人減 


